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社会保障・税番号制度の概要及び準備状況について 

 

１ 社会保障・税番号制度の概要 

社会保障・税番号制度（以下、マイナンバー制度）については、25 年５月に「行政手続における特定の

個人を識別するための番号の利用等に関する法律」（以下、番号法）が公布され、27 年 10 月より個人番号

（以下、マイナンバー）の付番・通知、28 年１月よりマイナンバーの利用・個人番号カードの交付が開始

されます。 

 

（１）制度概要 

・ マイナンバー制度とは、複数の行政機関等に存在している個人の情報が、同一人の情報であるという

ことの確認を行うための基盤です。 

・ 社会保障・税制度の効率性・透明性を高め、国民にとって利便性が高く、公平・公正な社会を実現す

るための社会基盤です。 

（２）導入意義 

・ 行政機関等が保有する個人情報について、各行政機関等の間で同一人の情報であると確認することが

できます。 

⇒ 市民の利便性向上（申請者が窓口で提出する書類が簡素化される等） 

⇒ 行政の業務の効率化（情報の確認作業に生じている業務コストが削減される等） 

（３） マイナンバーの利用 

・行政手続：番号法に規定された「社会保障・税・災害対策分野」における各種申請手続等 

・雇用手続：対象法定調書等（例：給与所得の源泉徴収票等）の作成手続等 

 

２ 国が公表しているスケジュール 

・27 年 10 月から 個人番号の付番・通知 

・28 年 １月から マイナンバーの利用開始、個人番号カードの交付開始 

・29 年 １月から 国の機関間での情報連携の開始 

・29 年 ７月から 地方公共団体と他の行政機関等での情報連携の開始 

 

３ 準備状況 

（１）取組体制 

総務局を中心とした全庁的な検討体制により、「市民サービスの向上」・「全庁的な業務効率化・業務

改善」を進めています。 

 

（２）マイナンバー利用・システム改修等 

国の政省令等に基づき、マイナンバーを利用することによる事務フローの変更点の確認や、必要と

なるシステム改修等に取り組んでいます。 
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（３）マイナンバーの付番・通知、個人番号カードの交付・多目的利用 

 ・ マイナンバーの付番・通知、個人番号カード交付に向けた事務フローの確認等に取り組むとともに、

窓口等の混雑を緩和するため、各区役所等に個人番号カード交付専用の窓口（臨時交付窓口）を、当面

の間、開設する予定です【市民局】。 

 ・ 本市における個人番号カードの多目的利用の検討を進めています。 

 

 

【参考】 

 ○マイナンバーの付番、通知カードの送付【27 年 10 月から】 

    27 年 10 月から氏名、住所、性別、生年月日に関連付けられた新たな「マイナンバー＝個人番号」を付番するとともに、マイ
ナンバーをお知らせする「通知カード」を各世帯に送付します。このカードはマイナンバーを確認するための資料として使用し
ます。 

  【通知カードについて】 

    記載項目   氏名、住所、性別、生年月日、マイナンバー（個人番号） 
    材 質 等  紙の予定 
  そ の 他   ・初回送付分は無料 ※再発行は有料（予定） 
             ・顔写真はなし 
              ・有効期限は設けない予定 

                                                                        【通知カードイメージ】 

○個人番号の利用開始、個人番号カードの交付【28 年１月から】 

28 年 1 月から個人番号の利用が開始されます。また、住民基本台帳カードに代わり、個人番号カードを申請に応じて、通知カ
ードと引き換えに交付します。この個人番号カードは、マイナンバー（個人番号）と氏名、住所、性別、生年月日及び顔写真が
記録され、各区役所の窓口等で本人確認資料やマイナンバーを確認するための資料として使用します。 

  【個人番号カードについて】 

    記載項目   氏名、住所、性別、生年月日、マイナンバー（個人番号）、          
       顔写真、有効期限 
    材 質 等  IC チップ付きプラスチックカード 
  そ の 他   ・初回交付分は無料 ※再発行は有料（予定） 
               ・有効期限は発行後 10 年間（20 歳未満は５年間） 
             ・e-Tax やコンビニ交付で利用する公的個人認証 

が標準搭載 

                

 

 

（４）広報・周知 

 ・ 専用 WEB ページでの制度概要の説明に加え、「広報よこはま（９月と 12 月を予定）」への掲載、チラ

シの配布など、周知・広報に取り組んでいきます。また、マイナンバーの通知などに併わせて、本市コ

ールセンターの設置を予定しています。 

 ・ 企業等で必要となる対応については、市内事業主向けに説明会等の情報提供を実施しています。 

 

（５）特定個人情報保護対策 

   マイナンバーを含む個人情報（特定個人情報）を保有・利用するにあたって、利用方法や事前のリス

ク対策、必要に応じたシステム改修など、保護措置に取り組んでいます。 

 

個人番号 XXXXXXXXXXXX 
生年月日 ○年○月○日 
性   別   ○ 
氏   名  ○○ ○○ 
住   所  ○×△○×△ 
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（６）必要となる条例の準備 

番号法では、マイナンバー制度の運用にあたり、次の事項等について、地方公共団体が定める条例に

委任されていることから、準備を進めています。 

 

ア マイナンバーの独自利用 

社会保障・税・災害対策に関する事務に類する事務で市独自の事務でのマイナンバーの利用 

 

イ 特定個人情報の情報連携 

①番号法別表第一に規定されている事務（法定利用事務）間での庁内情報連携 

②本市の他の執行機関（例：教育委員会）への特定個人情報の提供 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 特定個人情報保護への対応 

地方公共団体の保有する特定個人情報に関する適正な取扱いの確保等、「横浜市個人情報の保護に

関する条例」の特例措置 

行政機関・他都市等 

情報提供ネット 

ワークシステム 

条例に基づく情報連携 番号法に基づく情報連携 

Ａ課 

横浜市 

Ｂ課 

教育委員会 

等 

① 

② 

①：庁内情報連携 

②：他の執行機関への特定個人情報の提供 

 

【情報連携のイメージ】 
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